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【
税
金
経
営
対

策
部
・
渡
辺
睦
記
】

本
年
10
月
1
日
か

ら
、
消
費
税
に
複

数
税
率
（
10
％
と

8
％
）
が
導
入
さ

れ
る
予
定
で
す
。

こ
の
複
数
税
率
の

導
入
で
、
消
費
税

の
税
率
が
上
の
表

の
よ
う
に
4
種
類

に
な
り
ま
す
。
合

計
8
％
と
い
う
税

率
は
変
わ
り
ま
せ

ん
が
、
税
金
の
行

き
先
が
変
わ
る
こ

と
で
確
定
申
告
す
る
段
階
で
区
分

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

そ
の
上
、
2
0
1
4
年
3
月
前

の
リ
ー
ス
契
約
等
が
あ
っ
た
場

合
、
税
率
5
％
が
加
わ
り
、
4
種

類
に
な
り
ま
す
。

あ
ま
り
に
複
雑
な
経
理
処
理
に

な
る
こ
と
か
ら
、
日
本
税
理
士
会

連
合
会
は
複
数
税
率
導
入
に
反
対

し
て
い
ま
す
。

足立支部での税金相談

ま
た
2
0
2
3
年
10
月
に
適
格

請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ
イ

ス
）
が
導
入
さ
れ
た
場
合
の
問
題

点
の
第
1
は
、
「
免
税
事
業
者
が

消
費
税
課
税
事
業
者
の
取
引
か
ら

排
除
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
」
こ

と
で
す
。
な
ぜ
な
ら
、
消
費
税
の

一
般
課
税
事
業
所
は
、
取
引
先
か

ら
の
適
格
請
求
書
の
支
払
消
費
税

額
を
計
算
し
て
仕
入
控
除
税
額
を

計
算
す
る
か
ら
で
す
。
免
税
事
業

者
は
、
適
格
請
求
書
を
発
行
で
き

な
い
た
め
仕
入
控
除
税
額
に
加
え

る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。つ
ま
り
、

消
費
税
を
多
く
納
め
な
く
て
は
な

ら
な
く
な
り
利
益
が
縮
小
す
る
の

で
、
免
税
事
業
者
と
の
取
引
を
や

め
て
課
税
事
業
者
に
移
行
す
る
と

い
う
流
れ
に
な
る
か
ら
で
す
。

６
０
０
万
円
で

負
担
増
２１
万
も

第
2
に
「
免
税
事
業
者
が
取
引

の
継
続
の
た
め
に
課
税
事
業
者
の

選
択
を
強
い
ら
れ
る
」こ
と
で
す
。

取
引
か
ら
排
除
さ
れ
な
い
た
め
に

は
、
「
免
税
事
業
者
で
あ
っ
て
も

課
税
事
業
者
を
選
択
す
る
」
と
い

う
事
態
が
想
像
で
き
ま
す
。
例
え

ば
、
売
上
高
6
0
0
万
円
の
手
間

請
が
消
費
税
課
税
事
業
者
を
選
択

し
簡
易
課
税
を
申
請
し
た
場
合
、

課
税
売
上
高
が
5
4
5
万
円
と
な

り
ま
す
。
簡
易
課
税
の
場
合
は
、

税
率
区
分
の
ル
ー
ル
が
あ
り
、
手

間
請
の
場
合
の
経
費
割
合
は
課
税

売
上
高
の
60
％
と
な
っ
て
い
て
3

2
7
万
円
が
消
費
税
計
算
の
経
費

相
当
額
に
な
り
ま
す
。
課
税
売
上

か
ら
経
費
相
当
額
を
引
い
た
金
額

は
2
1
8
万
円
で
、
こ
れ
に
10
％

を
掛
け
た
金
額
が
税
務
署
に
納
め

る
税
額
（
21
万
8
千
円
）
。
所
得

税
や
事
業
税
、
住
民
税
に
新
た
に

消
費
税
の
負
担
が
加
わ
り
ま
す
。

第
3
は
、
23
年
10
月
以
降
、
こ

れ
ま
で
免
罪
事
業
者
に
も
認
め
ら

れ
て
い
た
消
費
税
の
請
求
が
で
き

な
く
な
る
こ
と
で
す
。国
税
庁
は
、

免
税
事
業
者
が
消
費
税
率
10
％
を

記
載
し
た
請
求
書
を
「
不
適
格
請

求
書
」
だ
と
し
て
い
ま
す
。
工
事

代
金
を
引
き
上
げ
て
請
求
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
建
設
産
業
の

状
況
を
見
る
と
、
か
な
り
厳
し
い

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

消
費
税
は
、
所
得
の
低
い
人
ほ

ど
負
担
が
重
く
、
所
得
の
高
い
人

ほ
ど
負
担
が
軽
く
、
規
模
が
小
さ

い
企
業
ほ
ど
転
嫁
が
難
し
い
税
金

で
す
。
そ
の
上
、
所
得
の
格
差
に

関
わ
り
な
く
同
一
の
税
率
で
あ
る

こ
と
も
問
題
で
す
。
雇
用
に
つ
い

て
も
消
費
税
は
、
課
税
仕
入
れ
に

す
る
た
め
に
非
正
規
化
な
ど
を
拡

大
し
ま
す
。
複
数
税
率
が
導
入
さ

れ
れ
ば
2
0
2
3
年
10
月
に
は
、

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン

ボ
イ
ス
）
が
導
入
さ
れ
ま
す
。

財
務
省
は
、
軽
減
税
率
の
導
入

に
よ
る
減
収
分
を
1
兆
円
と
し
て

7
千
億
円
の
財
源
を
確
保
し
た
と

し
て
い
ま
す
。残
る
3
千
億
円
は
、

免
税
事
業
者
が
課
税
事
業
者
に
な

る
こ
と
で
消
費
税
を
新
た
に
納
め

る
こ
と
や
、
社
会
保
障
の
効
率
化

で
確
保
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
つ

ま
り
、
免
税
事
業
者
の
ま
ま
で
取

引
が
継
続
で
き
な
い
業
者
が
い
る

こ
と
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

今
年
は
、
3
月
か
ら
7
月
に
か

け
て
一
斉
地
方
選
挙
や
参
議
院
選

挙
、
場
合
に
よ
っ
て
は
衆
参
同
時

選
挙
に
な
る
可
能
性
が
あ
り
ま

す
。
2
月
か
ら
「
10
月
消
費
税
10

％
ス
ト
ッ
プ
！
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」

の
署
名
を
取
り
組
み
ま
す
。
東
京

土
建
の
目
標
は
50
万
筆
で
す
。
暮

ら
し
と
仕
事
を
守
る
た
め
に
も
、

組
合
員
・
家
族
の
み
な
さ
ん
の
署

名
へ
の
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

今
回
の
税

制
大
綱
案

は
、
社
会
保

障
や
財
政
再

建
の
財
源
論

の
本
質
か
ら

目
を
そ
ら
し

た
内
容
で

す
。財

源
論
で

は
、
不
公
平

な
税
制
を
た

だ
す
会
な
ど

の
「
38
兆
円

を
生
む
税

制
」
と
い
う
提
言
、
ま
た
本
年
1

月
の
「
い
の
ち
と
く
ら
し
を
守
る

税
研
集
会
」
で
も
同
様
の
指
摘
が

出
さ
れ
、
国
民
的
な
合
意
を
作
る

こ
と
が
問
題
提
起
さ
れ
ま
し
た
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

①
憲
法
前
文
や
憲
法
第
13
条
、
同

25
条
、
84
条
に
示
さ
れ
て
い
る
生

活
費
非
課
税
、
応
能
負
担
原
則
に

の
っ
と
っ
た
税
制
の
確
立

②
法
人
税
へ
の
超
過
累
進
税
制
の

導
入

③
個
人
所
得
税
の
超
過
累
進
課
税

の
税
率
の
見
直
し

④
租
税
特
別
措
置
の
見
直
し
廃
止

⑤
金
融
取
引
に
対
す
る
税
率
（
現

行
0
％
）
の
見
直
し

⑥
個
人
所
得
税
を
総
合
累
進
課
税

に
一
本
化
す
る

⑦
一
律
10
％
の
地
方
税
に
超
過
累

進
課
税
を
復
活
す
る

求

人
消
費
税
１０
％
、イ
ン
ボ
イ
ス
導
入
や
め
ろ

消
費
税
１０
％
、イ
ン
ボ
イ
ス
導
入
や
め
ろ

応能負担原則の税制に
生活費は非課税

複
数
税
率（
１０
％
・
８
％
）導
入
で

区
分
求
め
ら
れ
煩
雑
に

選
挙
で
意
思
示
そ
う

２３
年
イ
ン
ボ
イ
ス
導
入
で

１０
％
ス
ト
ッ
プ
署
名
集
め
よ
う

免
税
業
者
は
排
除
も


